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Abstract

This paper examines how human capital theory has been referred to in the process of early childhood education

policymaking in Japan since 2000. It also mentions the limitations of human capital theory in the relationship with other

factors that form the theory of securing financial resources to invest in education. It specifically analyzes the minutes

and documents of concerned ministries and agencies with the policymaking in the divided periods: 2000s and 2010s. In

both periods, while the investment discourse was always taken up in the discussion of early childhood education and

care policy, it was not centered but marginalized. This can be considered because the policymaking process has been

intertwined of discussions on the social welfare aspect such as reducing the economic burden on working parents, the

educational aspect such as ensuring the quality of the educational environment, and the legal position such as making the

early childhood education compulsory education.
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1 はじめに

1.1 問題の所在

本研究の目的は，幼児教育政策における人的

資本論の展開という観点から，日本での幼児教

育の無償化の政策立案過程を検討することであ

る。

2000 年代頃から，国際的な動きとして，幼児

教育を合理的な人的資本投資として位置づけ，

国家の経済成長戦略として重要視する傾向があ

る（池本，2011；OECD, 2006）。その背景には，

幼児期という早期の教育的介入が，犯罪や福祉

依存などの社会的費用の高い活動を抑制し，か

つ向社会的な人材を育成するとして，費用対効

果が高いとする実証的研究の知見への注目が指

摘できる（例えば，ヘックマン，2015）。そして

この頃から，日本国内でも人的資本投資に代表

される経済的観点から幼児教育への言及が行わ

れるようになった（秋田，2016；大桃，2016）。

現代の日本の幼児教育政策には，その財源の

確保やカリキュラム改編を含めた改革等の複数

の議題が存在するが，2019 年には幼児教育無償

化政策に集約されていった。しかし，無償化政

策形成過程において，本研究が着目する人的資

本論がどのように引用され，無償化の議論を支

えたのかについては，未だ明らかにはなってい

ない。

そこで本研究では，政策文書や議事録を歴史

的に検討することを通じて，2000 年代から現在

に至るまでの日本において，いかなる論理の下

で幼児教育・保育の無償化がアジェンダとされ，

政治的アクターが活動し，政策的帰結がもたら

されたかという政策形成過程について，人的資

本論に基づく議論に着目しながら検討する。そ

の際，その他の重要議題である幼保一体化や，

待機児童問題，格差是正の問題など，日本社会

の独自の政策議題と人的資本論の関係性にも注

目する。

1.2 先行研究の検討

幼児教育・保育の分野における人的資本論は

近年社会的関心を集めているが，教育政策にお

ける人的資本という概念は新規に登場したもの

ではなく，半世紀以上前から教育の経済的重要

性を示す変数として捉えられてきた（市川，

1982；中室，2015；橋野，2016）。その論理は，

各国の経済成長を説明する上での労働力と物的

資本といった量的な変数ではない部分を，労働

力の質，つまり，人的資本の質で説明するとい

うものである（島，2012）。このように，個人の

合理的選択及び費用便益といった経済学的観点

で教育を捉えることが可能となった。そして，

人を資源として捉え投資の対象とする諸活動こ

そが，人的資本投資と呼ばれるものである（ベッ

カー，1976）。

教育における人的資本論は，学力という認知

的能力を変数として「〈学力・学歴―労働市場で

の成果〉という関係」に焦点を当てていたが，

それ以外の側面が実証分析の射程に入るように

なった（橋野，2016）。その契機を示す研究知見

が，アメリカの経済学者であるヘックマンらが

40 年以上にわたる追跡調査で検証した，非認知

的能力に説明される幼児期の教育効果である

（Heckman et al., 2010）。この調査は，1960 年代

にアメリカのミシガン州で，社会経済的に不利
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な立場にあるアフリカ系アメリカ人家庭の幼児

を対象に幼児教育プログラムを提供する「ペ

リー就学前計画」に注目し，その教育介入と教

育の質の効果検証を行ったものである。こう

いった幼児教育の効果検証のための長期・大規

模調査の知見は，OECDのワーキング・ペーパー

（Kautz et al., 2014）にも集約されており，非認知

的能力の発達の人的資本の観点による重要性の

主張や，それらの能力の発達期に教育介入する

幼児教育プログラムの政策的実施，およびその

ための財源の確保の必要性を示唆する論理とし

て引用されている。以降，公的投資効果のエビ

デンスとして各国及び国際的教育政策に影響を

与えている（池本，2011；勝部，2020）。

こうした研究結果は，本研究が対象とする日

本の幼児教育・保育無償化政策の形成過程にお

いても言及されていることからも，日本の教育

政策にも影響を及ぼしていると考えられる。後

章で詳しく言及するが，例えば，文部科学省の

調査研究協力者会議等（初等中等教育）のうち

の「今後の幼児教育の振興方策に関する研究会」

で提出された中間報告書「幼児教育の無償化に

ついて」では，幼児教育無償化の意義及び必要

性・重要性の一つとして，諸外国の幼児教育プ

ログラムの調査結果を引用しながら，幼児教育

の教育的・社会経済的効果を指摘している。

一方で，当報告書では，日本においてそのよ

うな幼児教育の効果に関わる大規模追跡調査は

実施されていないことも言及されており，日本

の文脈に即した研究知見は未だ存在していな

い。また橋野（2016）は，人的資本論による私

的収益率の分析を中核に占める教育経済学の研

究知見の多くは，その社会に共有される価値・

規範や，それらを反映した政策的系統性を考慮

していないことも指摘している。

そのため，幼児教育・保育無償化政策の立案

過程においては，社会的投資―成果という経済

学的観点のみでは必ずしも説明できない，教育

政策の経路依存性や社会福祉における政治的イ

デオロギーの押し引き等，様々な要因が複雑に

絡んだ意思決定がなされてきたと想定される。

幼児教育・保育無償化導入の流れについては，

勝部(2020）が整理しているものの，政策過程に

おいて人的資本論がどのような過程で支持を受

け，その他の政策的課題と関係していったのか

を明らかにはされていない。

そこで本研究では，人的資本という概念が教

育政策の実証分析・政策評価において重要な枠

組みを提供するものだと捉えつつ，いかに政策

形成に寄与したのかを明らかにする。それと同

時に，幼児教育政策の他の要因との関連を捉え

ていく中で，その限界も指摘したい。その際，

2000 年代と 2010 年代に分けて検討する。幼児

教育の「国家戦略化」路線は，2008 年から 2009

年にかけて一つの過渡期を迎え，2009 年の政権

交代以後停滞期を迎えると指摘される（勝部，

2020）。実際に第 2節で検討する「今後の幼児

教育の振興に関する研究会」第 8 回資料「幼児

教育の無償化の論点」以降，直接無償化を議題

とする資料が見当たらなくなる。この点を踏ま

え，本研究ではこの時代区分を採用する。

2 幼児教育領域における 2000 年代の人的

資本論の登場と展開

2.1 本章の目的と展開

本章は，幼児教育政策，特に幼児教育の無償

化政策における人的資本投資論の展開を，2000

年代の政策立案期において検討する。前章で

は，人的資本投資論を中心に教育政策における

議論を整理したが，本章では，日本の幼児教育
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政策，特に本研究が取り上げる無償化政策の変

遷に言及しながら，そこでの重要議題について

整理する。

幼児教育の無償化政策における法的根拠は，

「子ども・子育て支援法の一部を改正する法律」

（一部の規定を除き 2019 年 10 月 1 日施行）に

求められる。同法案の形成過程で無償化の提言

が直接明示されたのは，2005 年 8 月の自民党の

文教制度調査会・文部科学部会幼児教育小委員

会で提出された「国家戦略としての幼児教育政

策」である。その翌年の 2006 年に同委員会で

「国家戦略としての幼児教育の充実強化と幼児

教育の無償化について」の報告書には，無償化

のための幼児教育への財源確保に言及がされて

いる。

つまり，幼児教育の無償化政策は，国家予算

から幼児教育に充てる財源をいかに確保するか

という観点において，教育経済学的視点である

人的資本投資論を引用するための土壌があった

と想定される。

一方で，これまでの政策的議論の経緯を振り

返ると，幼児教育・保育政策には他にも議論さ

れるべき議題が存在する。無償化政策の施行の

ために後に一部改正となる「子ども・子育て支

援新制度」（2015 年 4 月に施行）は，その制度設

計の背景に，保育ニーズの増大や待機児童問題

の深刻化等の保育の「量」の問題と，配置基準

の改善や保育士の待遇の引き上げ，保育の専門

性確保等の保育の「質」をめぐる課題への対応

を求める社会的ニーズが存在した（村上，2016；

池本・立岡，2017）。こういった諸課題に対応す

るために更なる財源の確保が求められた。しか

し，結局は，数年の制度施行のための十分な予

算確保の見通しが立たないままに施行開始され

たのである。

このように，日本の幼児教育・保育への公財

政支出が少ない背景要因として，教育行政を専

門とする村上（2016）は，仮説的議論を含めい

くつかの要因を挙げている。1 つ目は，教育効

果や制度設計を十分に検証できるほど，幼児教

育・保育分野においては標準化された法制度が

整備されてきていないことである。私的セク

ターが公的サービスの提供を担ってきたことも

挙げられる。2 つ目に，行政組織の問題，つま

り，幼児教育・保育のそれぞれについて異なる

所管省庁によって二元的な行政が行われてきた

ことである。これは，日本国内でも長年議論さ

れてきた幼保一元化／一体化の問題につなが

る。こういった要因が，これまで日本の幼児教

育・保育への公財政支出が少ない理由として考

えられるが，幼児教育・保育の利用料を「無償」

提供するための更なる財源確保を含め，どう

いった政策形成の過程が存在したのだろうか。

以上の幼児教育・保育無償化に関する政策的

変遷と関連議題を踏まえた上で，本章では，幼

児教育の重要性の説明において人的資本論がど

のように援用されているのかを明らかにする。

その際には，上記に挙げたその他の重要な社会

的課題との関連も整理することで，日本の幼児

教育無償化政策の形成過程における人的資本論

の議論の限界を指摘する。

2.2 分析対象と方法

本章では，文部科学（文部）省の中央教育審

議会（中教審）答申と調査研究協力者会議等（初

等中等教育課）の議事録を検討する。以下，そ

れぞれについて当該資料を検討する意義と調査

方法を述べる。

むろん，中教審の関心領域は極めて広く，幼

児期の問題だけを扱っているのではない。しか
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し，そうであればこそ中教審の資料は，家族・

教育・労働・保育など複数領域にまたがって現

れ得る幼児の人的資本のあり方を検討するのに

有用であると考えられる。また，本章では議事

録ではなく答申に対象を絞る代わりにその網羅

的な検討を行い，幼児一般に対する政策関心を

抽出することを狙う。検討する答申は，国立国

会図書館インターネット資料収集保存事業（以

下 WARP）から閲覧可能な 1996 年 7 月 19 日

～2008 年 4 月 18 日の幼児に関わる答申である

（1990 年代から検討する理由は後述）。1996 年

7 月 19 日から検討するのは，WARPで閲覧可

能なこれより前の答申が 1991 年のものであり，

1991～1996 年の答申を確認できないためであ

る。また，2008～2009 年の答申については幼児

に直接関わるものが抽出されなかったため，検

討対象から外した。

調査研究協力者会議等（初等中等教育）では，

幼児教育に関わる会議合計 12 個について概観

し，特に無償化に関わる議論の具体を明らかに

すべく，議事録と配布資料を検討した。中教審

答申同様，本稿検討資料についても WARPに

おいて閲覧可能な会議資料のうち，1996 年から

2010 年にかけての 7つの会議を抽出し，各会の

議事録を通してどのような議論が展開されたの

かの概要と，その議論の中で教育投資に関わる

言及がいかようになされていったのかを分析し

た。検討資料一覧は，付録の表 2 を参照された

い。

2.3 中教審答申

本節では，1990 年代後半から 2000 年代後半

までの中教審答申において，幼児を人的資本と

とらえる考え方がどのように展開したかを追

う。

1990 年代後半から検討する理由は以下であ

る。まず，経済学では人的資本の蓄積する重要

な場のひとつに家庭を位置づけており（山口，

2021），しかも日本教育史では，当時の社会不安

や子ども一般の生育環境に対する「危機」意識

を背景に家庭への介入的政策が試みられた時期

として，1990 年代後半が挙げられるためである

（本田，2017；濱名，2011 など）。他方，人的資

本の蓄積する場として保育も想定される。1990

年代は，女性の社会進出や就園の一般化等を背

景に幼保連携や施設形態の弾力化が展開し始め

た時期であり（村山，2016；丹治，2019），保育

への期待も高まっていたと言える。したがっ

て，1990 年代後半に着目することは，幼児全体

に関わる政策課題の表出に着目することであ

り，そのような着目は本稿で人的資本としての

幼児像を検討するための基盤を形成すると予想

される。また，1990 年代後半から検討する理由

は，日本の教育政策の歴史を追う本稿のねらい

とも関わる。幼児の人的資本論をヘックマンに

よる研究成果に矮小化させれば，ヘックマンの

研究が知られるようになる前から存在した日本

の幼児に関わる政策の歴史を，人的資本論の考

え方とは無関係のものとして暗黙に切り離して

しまう。

つまり，本節では，幼児の人的資本論を，国

家が経済的なリターンを幼児に明示・暗示的に

期待する考えとして広義にとらえる。これによ

り，日本の幼児に関わる政策における幼児の人

的資本論の布置を詳細に特定することを目指

す。幼児期に関わる答申のうち，例えば食育な

ど各論的な課題や方向性を提示した答申(1)を

除いて，幼児期の課題や方向性の提案を一部・

全部に含む答申を付録の表 1 に掲載する。次項

以降本文に登場する答申の番号は付録表 1 に掲
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載の番号と対応している。

2.3.1 1996～2000 年

この時期の答申において，幼児期の重要性は

主に，「家庭教育」「心の教育」「生きる力」の早

期からの重要性のほか，子どもが育つ地域環境

の「危機」言説とともに説明される（答申①～

⑤)(2)。1990 年代後半からの動きを特徴づけ

る，子どもの生育環境をめぐる不安（本田，

2017 ほか）が，そのまま幼児期にも当てはめら

れていると言える(3)。とりわけ，答申③④は，

「幼児期からの心の教育に関する小委員会」で

の議論の成果であり，「心の教育」が幼児期をも

射程に入れていることが明らかである。

他方，保育も上述の問題意識に従っており，

道徳性の向上や自然と触れ合い幅広い世代と交

流する機会を幼児に与える役割や（答申③④），

地域や家庭と連携して幼児の育ちを支える重要

な存在としての役割が期待されている（答申

⑤）。

ただし，この時期の答申において家庭・保育

両方の文脈で「投資」という言葉が使われてい

ないことが答申の全文検索から確認された。つ

まり，この時期において幼児期を重要とみなす

理由は，見込まれる経済的リターンにあるとい

うよりも，1990 年代からの問題意識にもとづく

と言える。

2.3.2 2002～2005 年

この時期の答申の特徴は，依然として 1990

年代からの問題意識を保ちつつ，教育を未来へ

の投資とする見方が提示され，そののちに幼児

期もこれに該当することが明らかになった点に

ある。加えて，幼児期の教育投資の費用対効果

を高めるために教育の質の向上が重要であると

述べられている。

まず，1990 年代からの問題意識を保っている

例はとりわけ答申⑥⑨(4)において見えやすい。

ただし，この時期の答申のうちとりわけ重要な

のは，答申⑥および⑧(5)である。答申⑥では，

「教育（は未来）への（先行）投資」という言葉

が第 1，3章で頻繁に用いられている。投資対

象としての教育がここで初めて明確に提案され

る。加えて，財源が限られるなか教育投資の意

義について支持を得るには「今まで以上に教育

投資の質の向上を図り，投資効果を高め」て「そ

の充実を図っていく」ことが重要と述べられて

いる（答申⑥第 3章）。ただし，ここでは幼児期

に限った課題は挙げられず，答申⑧に持ち越さ

れる。答申⑧では中間報告の答申⑦(6)には無

かった第 2章の新項「幼児教育の振興に向けた

関係者の連携協力と教育投資の充実」が設置さ

れ，「教育は未来への先行投資」であり「幼児教

育の振興」のために「重点的な資源投入を図る

必要がある」こと，そのために「今まで以上に

幼児教育の質の向上を図り，教育投資の費用対

効果を高める」ことが必要であると述べられて

いる。これは明らかに，教育を投資と初めてと

らえた答申⑥を踏まえてそれを幼児期の問題に

も適応させている。

2.3.3 2007～2008 年

この時期には，「幼児教育の重要性」は語られ

ながらも，幼児期の教育投資の費用対効果を高

めるという文言が消え，この変化と同時に幼児

教育の無償化が初めて提案されている。並行し

て，1990 年代からの問題意識も保たれている

（答申⑩～⑫)(7)。

注目すべきは，「目指すべき教育投資の方向」

という節の一部に「幼児教育の無償化」を初め
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て位置づけた答申⑫である。答申⑫第 2章では

「目指すべき教育投資」の対象に就学前段階を

含んでいるが，ここでそもそも費用対効果とい

う言葉が使われず，いわんや費用対効果はわざ

わざ高めてゆくべきものと明言されていない。

幼児を重視し続ける現今の方針がすでに費用対

効果の高いものであって，それが教育への投資

を意味すると含意されている。なお，答申⑫の

概要を示した別資料で「幼児教育全体の質の向

上」は語られているが，これはあくまで「幼児

期における教育を推進する」動きのひとつとし

てあがっているものであり(8)，それを通じて費

用対効果を高めるという文言は消えている。

そもそも幼児期を重視すること自体は 1990

年代から展開しているものであり，問題意識は

この時期でも継続している（答申⑩～⑫）。た

だし，この時期には「近年，先進諸国では幼児

教育の重要性を踏まえ，無償化の取組が一部で

進められている」（答申⑫第 2章）という文言に

明らかなように，幼児期の重要性は，無償化を

導く先進諸国の動きを後押しし，無償化をいま

日本で検討する妥当性を示すという性格が初め

て表れている。なお，無償化について言えばそ

の動機は，幼児期の重要性に加えて，日本の就

学前段階における私費負担の削減にあると述べ

られ，費用対効果への直接の言及はない。

最後にここまでの議論を整理する。日本で無

償化が提案されるまでの間に，幼児期の重要性

を主張する言説が存在した。その内訳には，「家

庭の教育力」向上などを謳う継続的な言説があ

ると同時に，幼児期を実際に重視する他国の教

育政策の参照もあるなど，混交的であった。ま

た，幼児期を重視する方針と教育投資を関連づ

ける文言があったが，当初意識的に高めるもの

とされた費用対効果は自明のものととらえられ

るようになったことで，幼児期の重視がすでに

幼児期へ投資しているという「事実」をも含意

し始めた。このとき，投資対象としての幼児像

は真新しく現れたというよりもむしろ，幼児を

重視し続けるという方針に吸収されたと言える

だろう。つまり，以上はすべて幼児を重視する

流れを示すにせよ，幼児への人的資本投資がも

たらすリターンを直接的具体的にねらう言説と

しては現れていないと考えられる。

2008 年の無償化の提案も，幼児期の人的資本

投資が直接的具体的に発展した結果とは言い難

い。答申⑫で，「教育投資の方向」を示すと述べ

つつ無償化の動機には保育の私費負担の削減が

挙げられているさまも想起される。答申におけ

る無償化への言及は，（答申には引用元が示さ

れていないものの）近い時期に内閣府がすでに

作成した経済財政運営と構造改革に関する基本

方針 2006（通称：骨太の方針 2006)(9)を意識し

ての言及と予想されるが，本稿では紙幅の関係

でこれについて検討しない。

2.4 文部科学省研究協力者会議

結論から言えば，教育投資に関わる直接的な

言及が見られたのは，2008 年から 2009 年にか

けての「今度の幼児教育の振興方策に関する研

究会」（以下，本研究会）のみであった。

本研究会の趣旨は，改正教育基本法第 11 条

に規定された幼児期の教育の重要性を鑑みてそ

の振興に努めること，並びに無償化政策の財

源・制度等の問題を検討することにある。本研

究会は 2008 年 5 月から 2009 年 5 月にかけて第

9 回まで開催されており，その成果物は「幼児

教育の無償化について」（中間報告）である(10)。

閲覧可能な全議事録並びに配布資料を検討した

結果，本会議では，無償化の意義が 2点，無償
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化実施に伴って生じた課題が 3点挙げられてい

た。

意義の 1点目は，出生率の上昇である。無償

化によって，幼保に子どもを預ける家庭が増え，

女性の就労促進につながると同時に，家庭の経

済負担が減少し，出産・子育ての障壁が低くな

ると想定されている(11)。意義の 2点目は，人

材育成としての公的負担になることである。将

来の犯罪率・貧困率の低下といった社会的便益

の他，日本の公的負担割合が高齢者に傾斜しす

ぎていることを指摘し，「将来への投資」の必要

を強調した(12)。

他方，無償化政策に関わる課題の 1点目は，

「幼児教育」という言葉の定義とそれに伴う幼

児教育義務化の是非である。定義次第で，無償

化が対象とする年齢層や財源確保元が決定す

る(13)。制度運用において「その制度を選択す

るかしないかは養育者に委ねられ，全ての子供

に影響を必ずしも与えない｣(14)という考え方を

採用すれば，入園は親の自由意志に委ねられ，

国家戦略として社会全体に政策の益を浸透させ

ることはできない。浸透の必要がないならば，

税を投入する根拠について明確な説明が必要と

なる。2点目は，幼保における質の担保の問題

である。無償化によって幼保入園希望者の増加

が見込まれることから，幼保の教育の質向上が

急務となった。幼保へ入る機会提供としての無

償化だけでなく，入園後の保育の質も子どもの

発達，ひいては将来に貢献する人材育成への連

関が指摘された(15)。そして 3点目は，日本独

自の大規模縦断研究の少なさである。本研究会

は無償化の根拠にヘックマン等海外の研究を参

照しているが，それらは日本に適合的な研究結

果を示しているとは言えず，今後の研究蓄積の

増加が求められた(16)。

調査研究協力者会議において，幼児教育への

投資という観点が出て来たのは「幼児教育の無

償化」という政策においてのみであり，幼小連

携や教員の質向上という他会議では財源の問題

よりもむしろシステムの構築といったソフト面

での改善を焦点としていた。人的資本論は財源

確保の根拠の一つとして無償化政策の議論中に

援用が試みられ，質保証や縦断研究の必要性に

関する議論の契機となっていた。

2.5 小括

本章では，幼児教育政策，特に幼児教育の無

償化政策における人的資本投資論の展開を，

2000 年代の政策立案期において検討した。中

教審の答申の検討からは，幼児教育に関する議

論について，1990 年代の子どもを取り巻く環境

の変化と家庭教育の見直しに始まり，2000 年代

における幼児教育への投資言説の登場，そして

幼児教育の重視と投資を一体視する言説と先進

諸国を参照する言説の混交へと変遷する様相が

見えた。また，研究協力者会議の議事録等の検

討から，人的資本論への言及が無償化を議題と

した会議のみに見受けられたこと，無償化によ

る便益とその根拠についての論点をそれぞれ示

した。結果，人的資本論の議論において一貫し

た論理が展開されていなかったこと，その背景

として，幼児教育という分野が福祉・教育・家

庭と様々な要素を内包すること，投資根拠とな

りうる日本の文脈に即した実証研究の少なさが

起因したことが示唆された。

3 幼児教育分野における 2010 年代の人的

資本論の展開

3.1 本章の目的

先行研究を確認すると，民主党政権期（2009
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年 9 月～2012 年 12 月）では幼児教育無償化の

議論が停滞していたと見られ，その期間におけ

る議論の様子はあまり注目されていない（勝部，

2020）。そこで本節では，民主党政権期を含め

た 2010 年代における，幼児教育無償化に際す

る人的資本投資の議論の展開について検討す

る。

なお，調査対象として，前節に引き続き中教

審を参照する。それに加えて，内閣主導の政策

形成を強く志向していた民主党政権期に内閣府

に創設された，子ども・子育て新システム検討

会議も参照する。

3.2 第 2 期教育振興基本計画における人的

資本投資の議論の推移

中教審における教育振興基本計画部会におい

て，幼児期の人的資本投資に関する議論が確認

できる。教育振興基本計画部会は，国家の教育

政策の方針である教育振興基本計画を定めるた

めの場として位置づけられている。2013～2017

年度を対象とする第 2 期教育振興基本計画につ

いては，2008～2013 年に審議期間が設けられ，

有識者や関係団体が中心となって 23 回にわた

る審議が重ねられた。審議の結果，2013 年 4 月

に計画の内容が，答申として提示された(17)。

答申では，グローバル化の進展や産業構造の

転換に則した国際競争力の向上，少子化・高齢

化の拡大に対応する持続可能な社会の構築，東

日本大震災からの復興などを課題として掲げ，

教育政策の 4つの基本的方向性が打ち出されて

いる。それは，「社会を生き抜く力の養成」「未

来への飛躍を実現する人材の養成」「学びのセー

フティネットの構築」，そして「絆づくりと活力

あるコミュニティの形成」である。

幼児期への人的資本投資に関しては，「学び

のセーフティネットの構築」の項目において記

述がなされている。「格差の再生産・固定化を

防ぐためには，幼児期・学齢期など早期の段階

における対応が重要であることから，家庭の経

済状況や子どもの学力等に応じて経済的支援

や，学習面・生活面における支援などを適切に

講じることが必要である」とあるように，格差

の再生産の防止という文脈において，幼児期と

いった早期の段階での家庭や子どもへの支援の

必要性について述べられている。

答申における，教育投資のあり方について国

家の取るべき方針を示している箇所において，

幼児期への教育投資に関しては次に引用するよ

うに言及されている。ここでは，幼児教育無償

化の論理として 2 つが示されている。すなわ

ち，1 つには幼児期への人的資本投資であり，2

つ目に家庭の教育費負担の軽減である。

小学校就学前教育段階は生涯にわたる人格

形成の基礎を培う大切な時期であり，また，

教育投資の効果が他の時期よりも高いといっ

た分析などもあることから，この時期に質の

高い教育を保証することが重要である。この

段階については，幼児教育の重要性を踏まえ

無償化の取組を進めている国もある。国民負

担率などを勘案する必要があるが，我が国で

は，依然として，家計の教育費負担の重さが

指摘されており，少子化対策の観点からも，

この点は重要な課題である。このような状況

の中，今後構築される子ども・子育て支援に

関する新たな制度の内容なども踏まえつつ，

幼児教育の無償化への取組について，財源，

制度等の問題を総合的に検討しながら進めて

いく必要がある。

（下線は筆者による）
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答申においては，幼児期への人的資本投資の

考え方についても触れられている。その際，「質

の高い教育を保証する」ことが重要であると述

べられている。

また，答申の別の箇所において，教育投資の

方向性として，「協働型・双方向型学習など質の

高い教育を可能とする環境の構築」「家計にお

ける教育費負担の軽減」，そして「安全・安心な

教育研究環境の構築（学校施設の耐震化など）」

の 3点が掲げられている。1点目の質の高い教

育の環境構築に関しては，「協働型・双方向型学

習」と具体的な説明がなされており，これは義

務教育以降の段階を想定していると考えられ

る。その一方で，上記の引用では，幼児期への

教育投資効果への言及が見られる。それゆえ，

幼児期への人的資本投資の位置づけが明確に定

められていない印象を受ける。

このように，答申においては，幼児期への人

的資本投資の考え方は，幼児教育の質保証とい

う形で登場しているものの，教育投資全体の部

分として後景化していったようである。むし

ろ，少子化問題を改善するための家庭の教育費

負担の軽減という論理のもとに位置づけられて

いると考えられる。

3.3 子ども・子育て新システム検討会議に

おける「人的資本投資」概念

本節では，民主党政権期における子ども・子

育て新システム検討会議（以下，「検討会議」）

での議論を考察する。なお，検討会議の名称や

開催時期・回数は付録の表 3 を参照されたい。

検討会議については，これまでも保育政策研

究においてふれられてきた（大日向，2014）。ま

たとくに近年は，民主党政権の試みを含め 2000

年代以降の子ども・子育て支援の制度化過程に

ついて，西ヨーロッパ諸国における「社会的投

資」概念と対比するかたちで言及がなされてき

た。そもそも「社会的投資」とは，知識基盤型

経済における「新しい社会的リスク」に対応す

るべく「個々人に対して教育や訓練という人的

資本の蓄積に向けた先行投資を行うことで」「一

人ひとりの潜在能力を最大限に引き出し，社会

への参加を促すことで，より良質な生活と社会

的排除や貧困の解消を試みる」一連の政策とし

ておきたい（濵田，2020：155）。これに対して，

日本における「社会的投資」については，西ヨー

ロッパにおける社会的投資の議論の前提にある

知識基盤社会への移行を含んだポスト工業化へ

の対応という側面ではなく，「格差・貧困対策へ

の対処の観点から教育機会を開いていくこと」

に重点が置かれ，人口減少社会における負担の

分かち合いに焦点があてられたことが指摘され

ている（三浦・宮本，2014）。また，検討会議を

含め民主党政権期において「未来への投資」と

いう路線が踏襲されつつ「人格形成に言及し社

会的投資の要素を強めた」一方で，現実には日

本における「未来への投資」は自己責任と社会

的分断の発想に基づく経済的見返りが強調さ

れ，社会関係資本への投資の発想（社会的見返

り）が貧困であることも併せて指摘されている

（三浦・濵田，2018：161）。

すなわち，知識基盤経済への移行への関心が

薄く社会的投資の発想が貧困な日本の議論にお

いて投資による経済的見返りが強調されやす

かった。このなかで，経済的見返りを追求する

思想群と社会的見返りを希求する思想群は，ど

のように出会い，いかなるせめぎあいを生じさ

せたのかが新たな問いとして浮上する。

このとき，おおよそ 2年にわたる検討会議の

議論を検討するにあたっては，A：検討会議や
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少子化対策会議で決定された制度要綱・とりま

とめレベル，B：有識者等が参加し議論された

作業グループ・ワーキングチーム（以下，WT）

レベル，の 2つの位相があり，両者が必ずしも

重なり合っていない部分があることに留意する

必要がある。

Aに位置づけられる「明日の安心と成長のた

めの緊急経済対策」（2009 年 12 月 8 日）では「新

たな需要創出に向けた規制改革の重要課題」の

一つとして幼保一体化や次世代育成支援の包括

的制度が位置付けられており，利用者本位の制

度実現や株式会社・NPOの参入規制緩和，幼保

一体化の推進が課題として挙げられている(18)。

全体を通して子育てにおける「社会」の役割に

目配せがなされているとは言い難い。一方で，

例えば「子ども・子育て新システに関する中間

とりまとめ」では，引き続いて株式会社・NPO

による「多様な保育事業の量的拡大」が検討さ

れていると同時に，「子どもの育ち・子育て家庭

を社会全体で支える」ことが冒頭部分で記され

るなど(19)，子育てにおける「社会」の役割が想

起されている点は注目に値する。

それでは，Bにあたる作業グループ・WTの

レベルではどのような議論がなされたのか。結

論を先に述べれば，幼児教育・保育制度改革の

議論において，不利な環境にある子ども・家庭

への積極的支援や「質」の担保を求める議論（社

会的見返りを希求する議論）と，行政の効率化

を求める議論とは微妙なすれ違いをみせること

になった。

まず，検討会議の参加者からは「民主党政権

になってから子育て，あるいは子どもの教育を

従来のように親，家庭にだけ過重に課してきた

ことを脱し，「社会の皆で子どもの育ちや子育

てを支えるんだ」という大きな看板の掛け替え

があった」と会議で語られたように(20)，子育て

における「社会」の役割が意識された発言がな

されていた。このなかで，ある参加者は作業グ

ループ第 1 回会合（2010 年 3 月 11 日）の有識

者ヒアリングにおいて，次世代育成の支援政策

を 4体系に分類し，ヘックマンらの研究によっ

て「就学前の教育，あるいは良好な育成環境を

子どもたちに保障する」人的資本政策が「極め

て効率性の高い政策である」と述べ，政策の「効

率性」の高さを次のように説明している。

特に，不利な環境にある子どもたちに対する

良好な育成環境の保障という意味での投資収

益率の計算が行われておりまして，賃金の上

昇，社会問題を抑える，失業率を抑える，子

どもたちが将来そういう社会的な問題を起こ

さないというような収益率を計算すると，投

資収益率は 16％という極めて高いものであ

るという報告もございます。育成環境を保障

することによって，子どもたちの教育や情緒，

生涯の健康を維持できるというような研究も

多くございます(21)。

ここでは不利な環境にある子どもたちに良好

な育成環境を保障することによる「投資収益」

として，賃金や社会問題抑制といった経済的・

社会防衛的観点と併せて，子ども自身の能力・

健康に資することが説明されている。

また基本制度WT第 7 回会合（2010 年 12 月

15 日）においても，恵まれない環境にある子ど

もたちのほうが「早期のサポート」の効果が高

いことが示され，「セーフティネット」ではなく，

「困難のある世帯」に対する積極的な支援の枠

組みを構築する必要性が指摘されている(22)。

さらに，海外における幼児教育への人的資本
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投資の事例を紹介しながら，保育の「質」を向

上させるべきという意見も確認できる。作業グ

ループ第 2 回会合（3 月 17 日）の有識者ヒアリ

ングにおいて，特に世帯収入が低い家庭に良質

の保育を提供する重要性が語られているな

ど(23)，低所得世帯への幼児期への投資による

教育的効果において，保育の「質」の確保が不

可欠であることが強調されている。

以上のように，WTの議論においては，人的

資本投資の議論を，とくに不利な環境にある子

どもたちへの積極的な支援や，単なる量的拡大

に収斂されない「質」の確保と向上へと回収し

ようとする議論があったことがうかがえる。

ただ，このような議論は，現実のWTの議論

において支配的な立場を占めたとは言い難い。

とくに，不利な環境にある子どもたちへの支援

について具体的な検討がなされたというよりか

は，行政の効率化の観点から幼保一体化と給付

形態の問題が議論の中心になっていた。

ここでは特に，幼保一体化の問題をとりあげ

てみたい。幼保一体化WTでの議論や，それを

受けた基本制度 WT の議論においても，幼稚

園・保育所の一体化をめぐって，早急な制度改

正には根強い反対が寄せられている。その議論

の過程は，「（検討会議の関心が：引用者注）「『行

政の効率化』にしかない」という批判がなされ

るほど（大宮，2010：3），結果的に不利な環境

にある子どもたちへの支援という問題からは遠

ざかってしまった。付け加えれば，株式会社や

NPOの参入をめぐる設置主体の自由化・規制緩

和の議論に至って，重大な齟齬を招くことに

なった。例えば，株式会社等の参入について，

「多様な形態が参入するならセットとして質の

保障・向上のためのシステムをつくることが必

須」であるという重要な提起がありながら

も(24)，具体的な政策や方法としてそれらが直

接的には議論されなかった。

そもそも，子どもへの「投資」による社会的

見返りと経済的見返りと峻別することは困難で

ある。ただ，不利な環境にある子どもたち・家

庭への支援という問題，あるいは保育における

「質」をどのように定義し，それをどのように保

障するべきなのかという問題は，少なくとも報

告書レベルでは見過ごされてしまったように思

われる。

3.4 小括

本節では，2010 年代における，幼児教育無償

化に際する人的資本投資の議論の展開について

検討してきた。議論は，次の 2つの観点におい

て進行していると考えられる。すなわち，一方

では教育投資全体の部分として，他方では子育

て支援政策の手段としてである。

幼児期の人的資本投資の考え方は，無償化の

議論の過程においては何度も言及されているも

のの，ペリー就学前プロジェクト以外のエビデ

ンス，特に日本の文脈に即したエビデンスが十

分に提示されなかったために説得性を獲得しえ

なかったと考えられる。それゆえ，幼児期への

投資は，初等・中等・高等教育などのすべての

段階における教育投資の一環として位置づけら

れることになり，幼児期の人的資本を支持する

言説は後景化されていると考えられる。

一方で，無償化の議論は，少子化や待機児童

といった社会問題を解消するための政策，すな

わち子育て支援政策の場においても展開されて

いる。2015 年に施行された，子ども・子育て支

援新制度は，介護保険モデルを参照し構想され

た制度である（柏女，2015）。ここでは，幼児教

育無償化は，教育的な論理というよりはむしろ，
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社会福祉サービスの論理の下に成り立ってい

る。この点においても，幼児期の人的資本を支

持する言説は後景化されていると言えるだろ

う。

4 おわりに

本研究では，①幼児期の重要性の説明におい

て人的資本論がどのように援用されたのか，②

無償化論を形成する他の要素と人的資本論との

関係の検討に伴う人的資本論の限界，の 2点を

2000 年代と 2010 年代に分けて検討した。

2000 年代における幼児教育に関する議論の

変遷からは，幼児教育の重要性を説明する変数

として，人的資本論が追加的に登場したこと，

幼児教育の分野がもつ福祉・教育・家庭という

複数の因子の絡み合いや海外の動向参照による

目的先行型の政策提案から，人的資本論の議論

の深まりのなさが指摘できた。また，無償化政

策を焦点化した会議の検討では，無償化政策の

議論は投資的言説だけでなく，人口政策，幼児

教育義務化，質保証といった様々な要素と組み

合わせて展開していたことが明らかになった。

2010 年代は政権交代による無償化議論の停

滞期と先行研究で指摘されていたが，教育投資

全体の議論の一部として人的資本論の援用は持

続しつつも，子ども・子育て支援制度における

議論からは教育の論理よりも福祉としての論理

が際立っていたことから，幼児期に関する議論

の中でも人的資本論は後景化していたことが明

らかになった。

両時期において，幼児教育の議論上で常に投

資的言説は俎上に乗りつつも，その中心的議論

にはならずあくまで周縁的であった。その理由

として，幼児教育分野における家庭の経済負担

削減の重視といった福祉的側面，教育環境の質

の確保という教育的側面，また，幼児教育の義

務化といった法的位置の検討といった議論の絡

み合いが示唆できる。

ただし，公教育費に対して私教育費の負担割

合が高いという構造的課題を抱える日本におい

て「教育の公的なベネフィット」（中澤，2014）

として示された人的資本論の周辺議論は，幼児

教育における投資の公共的意義を示すためには

有効性を持っていたと言えるのではないだろう

か。むろん，質の高い教育を提供するための財

源確保の議論には，子どもの権利保障という観

点もその中心軸にある。

今後の課題は，幼児教育の重要性が指摘され

る前史，1990 年代以前の幼児教育に関する議論

変遷の検討と，無償化政策立案過程に存在した

「質向上」の言説と人的資本論を巡る議論の影

響関係を明らかにすることである。
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表 2：調査研究協力者会議検討資料一覧（2000 年代前半)

表 3：子ども・子育て新システム検討関連の WT 検討資料一覧

表 1：中教審検討資料一覧（1990 年代後半から 2000 年代前半まで)

1996 7 19 21

1997 6 1 21

1998 4 1

1998 6 30

2000 4 1

2003 3 20

2004 10 29

2005 1 28

2005 10 26

2007 3 10

2008 1 17

2008 4 18

 1996 1997  18
 2000  9
 2000  9
 2008 2009  9
 2008 2009
 2008  3
 2010  10

2010 4

2012 3

4 

2010 3

2011 10

12 

2010 9

2012 1

20 

2010 10

2011 5

9 

2010 9

2011 6

6 


